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5 国有企業は 78年には，工業総生産及び就業者数で 78％を占め，圧倒的な比重を持っていたが，98年
には，工業総生産では 28％，就業者数でも 53％に低下した。逆に，非国有経済就業者は郷鎮企業が 3000


















































11  労働部の「1992年から 2050年全国都市従業員養老保険と定年退職者の予測」によれば，2000年に
















政府の財政補填を除いて，財政赤字の地域（省）は 31 省のうち 17 か所から 14 か所へ，




市の赤字はそれぞれおおよそ 10-50 億元で，河北省は 1.62 億元である。年金保険料を積
立ているのは 18 地域だが，そのうち広東省の積立金は 519 億元で，浙江省と江蘇省，山
東省，北京市はおおよそ 200-300億元の積立金をもっている13。 
 また，同報告書では，以下の問題を指摘している。 
 １．2011 年の社会プールの積立金は実際にはない。2012 年版の『中国統計年鑑』によ
れば，2011 年度の基本養老保険基金の総収入は 16895 億元で，総支出は 12765 億元で，

















                                                             
12 中国の年金制度の問題点などについて，多くの研究がなされている。例えば，張（2001），劉（2002），
日本労働研究機構（1998）などを参考させたい。 
13 中国社会科学院世界社会保障研究センター（2013）『中国養老金発展報告書 2012』より計算した。 



















































































































































労働者 企業 国家財政 
個人口座 
社会プール 













保険料納付期間 15 年の者 
（新人）への措置 
新制度実施前に就業し、改革後に定年となり、























































表序－２ 全国 60歳以上の老人の都市・農村別の扶養状況（1987年） （単位：％） 
 都市（市） 鎮 農村（県）  都市 
男  女 
農村 
男  女 
「退休金」 56.1 47.5 ― 74.1  49.0 7.1   1.2 
本人の労働収入 6.8 7.1 26.2 18.9  8.5 62.9  32.5 
子女の扶養 22.4 27.8 67.5 4.9  33.6 24.6  58.1 
配偶者の扶養 13.0 14.3 5.0 ―   ― ―  ― 
社会救済 1.7 3.3 1.3 2.1   8.9 5.4   8.2 









民大学老年学研究所の第 8 回社会政策の報告によれば，2010 年には，60 歳以上の高齢者


























     




















注：保険料率は月収も対する比例（日本 2009年 9月，他は 2008年） 
①  アメリカの OASDIの支給年齢は従来 65歳であったが，2000年以降徐々に引き上げ，2022年には
67歳になると予定されている。 
②  フランスは 2003 年に行われた年金改革により，17 歳以前から働き始めた人について受給年齢が
56歳に引き下げられた。 
③  日本の厚生年金保険料は，2004年 9月までは年収（総報酬）の 13.58%（労使折半）であるが，2004
年 10月から毎年 0.354%（労使折半）ずつ引き上げ，2017年度には年収の 18.30%（労使折半）まで引き



































金を設立した企業は 4.5 万社，企業年金加入者数は 1000 万前後となっている20。割合で
みればまったく不十分であることがわかる。というのは，２億 1565万人の基本年金加入




                                                             
18 中国ニュースネット：http://www.XINHUANET.com 2010年 8月 11日アクセス。 
19 労働・社会保障部国家統計局編 「中国統計年鑑」2009年版より計算 中国統計出版社。 




















































その割合は都市部においては 1988年の 26.78％から 2002 年の 68.28％に，農村部におい






































年退職やリストラによって内陸部の企業を辞め，再び上海に戻ってきた人が 7 万 4000人
にのぼる。その派遣時の年代別にわけると，1950 年代 2 万人，60 年代 3 万 8000 人，70
                                                             
21 李実（2008）「中国居民収入分配研究Ⅲ」，中国人民大学出版社，147頁。 
22 中国国家統計局編『中国統計年鑑』2010年版 より計算した。  
18 
 
年代 1万 1000人，80年代 169人，その他 4000人であった。年齢構成は 60歳以下は 40％，
61～70歳 34.9％，71～80歳は 20.8％。81歳以上は 4.6％からなる。 
 これらの支援退職者の月収は企業が支給する年金と上海市が支給する 50 元の生活保護
費からなる。実際の月収は 300 元未満が 7％，300～400 元未満が 22.3％，400～500 元未
満が 30.8％，500～600 未満が 19.5％，600 元以上が 17.2％，不明が 3.1％であった。上
海市の退職者の最低生活保障より低い者が 3分の 1を占め，退職者の最低年金より低い人
















表序―４ 2008年 地域別年金保険の概況  




















 全  国   21891.1 16587.5 5303.6 3.1 9740.2 7389.6 13933 
                                   
 北  京   757.2 577 180.1 3.2 441.4 355.6 19744 
 天  津   376.5 247.2 129.3 1.9 239 195.3 15104 
 河  北   862.5 639.8 222.7 2.8 403.7 336.7 15118 
 山  西   539.4 411.4 128 3.2 288.2 189.1 14773 
 内蒙古   389.5 286.5 102.9 2.8 189.4 145.4 14130 
 辽  宁   1406.2 976.4 429.9 2.2 661.6 526.7 12251 
 吉  林   525.3 369.9 155.4 2.4 225.4 175.3 11280 
 黑龙江   857.8 581.8 276 2.1 377 307.8 11152 
 上  海   967.7 609.9 357.8 1.7 675.1 639.2 17864 
                                                             
23 石原享一（2003）「中国の社会保障制度改革と社会統合―市場化と地方主義の狭間でー」，「アジア
経済」第 44巻 5・6月号 83頁。 
24 石原享一（2003） 「中国の社会保障制度改革と社会統合―市場化と地方主義の狭間でー」 「アジ




 江  苏   1751.6 1373.1 378.6 3.6 776.7 549.8 14521 
 浙  江   1386.9 1192.1 194.8 6.1 496.8 319.3 16391 
 安  徽   578.4 420.3 158.1 2.7 263.5 196.2 12409 
 福  建   557.2 454.6 102.6 4.4 172.5 143.8 14015 
 江  西   550.3 421.9 128.5 3.2 161.6 130.4 10147 
 山  东   1565.9 1260.8 305 4.1 686.9 529.9 17373 
 河  南   972 732.9 239.1 3 353.9 296.9 12417 
 湖  北   932.3 680.4 252 2.7 379.4 294.9 11702 
 湖  南   829.1 593.7 235.3 2.5 339.5 263.6 11202 
 广  东   2444.3 2171.2 273 7.9 787.1 448.6 16432 
 广  西   368.1 273.1 95 2.8 180.9 111.1 11694 
 海  南   156.2 114.2 42 2.7 63.8 50.4 12000 
 重  庆   406.1 275.4 130.7 2.1 204.8 157.4 12042 
 四  川   1017.9 711.1 306.7 2.3 515.1 372.4 12142 
 贵  州   215.9 156.6 59.3 2.6 100.1 75 12647 
 云  南   293.7 204.4 89.3 2.2 143.6 112.8 12631 
 西  藏   8.5 5.5 3.1 1.8 7.4 6.8 21935 
 陕  西   433.4 309 124.4 2.4 203.4 170.8 13729 
 甘  肃   221 157 64 2.5 114.8 90.5 14140 
 青  海   68.3 49.7 18.6 2.7 39.8 31.4 16881 
 宁  夏   82.6 63.7 18.8 3.3 47.5 33.4 17765 
 新  疆   346.3 248.7 97.6 2.5 197.7 131.4 13463 












①  新制度実施前に退職した人員の年金。 
② 新制度実施前後退職した累積保険料納入 15 年未満の退職者に支払われる過渡性
養老年金および個人口座の扶助金。 
③  企業から個人口座に繰り入れる部分。（～2005年） 
















の国務院体制改革弁公室の計算では 6兆 7000億元～8兆 4000億元の不足があると推計し
ていた（2000年基準）。それぞれ 1998年 GDPの 94％と 2000年 GDP の 75％となっている。
世界銀行 2005 年の推計では，この年金債務はさらに 9 兆 1500 億元に達し，2001 年 GDP

































































































































第 1章 先行研究の総括と本論文の分析手法 
  





























                                                             
































































































                                                             




























































































































































































































                                                             
40董秿釢 （1996 ）『集权与分权-中央与地方关系的构建 』，经济科学出版社，12－16頁。 
41董秿釢 （1996 ） 『集权与分权-中央与地方关系的构建 』，经济科学出版社，38－46頁。 













































                                                             























































                                                                                                                                                                              
頁。 
45 许正中 （2002 ）『财政分权-理论基础与实践』， 社会科学文艺出版社，２２頁。 















































































































































































































































度改革が 1991 年，1995 年，1997 年，2005 年の 4 回がある49。2012 年現時点の制度の大






































































































































































58 文化大革命の影響によって，企業労働者・職員が 200万人余り，国家機関などの人員が 60万人余り
退職できなかった。董克用・王燕編（2000），『養老保険』，北京：中国人民大学出版社，132頁。  





























































元の企業規模 (従業員 l0O 人以上)から，企業の所有形態（全人民所有制）に変わった。
その原因は，中国では 1953 年から公有化を強力に進め，民間企業の「国有化」へ乗り出
し， その社会改造の進展に伴い，国有形態経済と集団所有経済が中国経済の絶対的なも


























                                                             
60 佘健明（1998）『中国社会保障全書』，北京：中国計画出版社，96頁。 












 これは，簡単化した政府間および政府―企業間の資金の流れ，図２－２の中の A は，労
働保険費用以外の財政収支を表す，Bは労働保険費用基金の収支を表す。 



















































































































































































具体的には 199l 年と 95 年，97 年の 3 回の年金改革を経て，社会保険式であり，かつ
個人勘定のもつ部分積立方式の年金制度の確立を目指そうとしている。l997 年の改革の












































































                                                             




































































































1992 年 10 月の第 14 回党大会で提起された｢社会主義市場経済システ樹立｣へ向けた改








































                                                             
































表 3-1 1995年規定による年金実施状況 
地域   実施時間 採用方法 個人負担率 個人口座積立金 
 北  京   1996.04.01 方法２A 5％ 5％ 
 天  津   1995.10.01 方法２A 4％ 4％  
 河  北   1996.01.01 方法２B 3％  11％ 
 山  西   1995.07.01 方法２B 4％ 10％  
 内モンゴル   1995.09.20 方法２B 3％ 12％ 
 辽  宁   1996.01.01 方法２B  3％  12％ 
 吉  林   1995.07.01 方法１ 2％ 16％ 
 黑龙江   1995.09.14 方法１ 3％ 16％ 
 上  海   1994.06.01 方法１ 3％ 16％ 
 江  苏   1996.01.01 方法２B 4％ 12％  
 浙  江   1996.01.01 方法２A 4％  4％ 
 安  徽   1996.01.01 方法２B 3％  10％  
 福  建   1996.01.01 方法２B 4％ 8％ 
 江  西   1995.10.01 方法１ 3％ 17％ 
 山  东   1995.10.01 方法２B 2％ 11％  
52 
 
 河  南   1995.08.23 方法１ 3％  17％ 
 湖  北   1996.01.01 方法２B 3％  12％ 
 湖  南   1995.06.23 方法１ 3％ 16％  
 广  东   1993.08.01 方法２A 2％  3％  
 广  西   1996.07.01 方法２B 3％ 10％  
 海  南   1996.07.01 方法２B 3％ 12％  
 重  庆   1996.01.01 方法２B 3％ 11％ 
 四  川   1996.01.01 方法２B 3％ 11％ 
 贵  州   1996．07.01 方法２B 3％ 10％ 
 云  南   1995.10.01 方法１ 3％ 11％  
 陕  西   1996.01.01 方法２B 2％  11％ 
 甘  肃   1996.07.01 方法２B 3％ 12％  
 青  海   1996.01.01 方法 1 3％ 16％  
 宁  夏   1996.01.01 方法２B 3％  12％ 
 新  疆   1996.01.01 方法２B 3％ 14％ 
注：各地域独自に制定 
出所：劉小梅（2002） 『中国の「改革・開放」と社会保障』 132頁 
 






















比率は，1990年代初頭は 90%だったものが，地方によっては 94年から 95年上半期にかけ
                                                             
















































































年金保険制度の受給者の現役加入者に対する割合は 1992年に 21.6%であったが，98 年
には 32.3%に上昇した。その後，99年に政府が全国的に実施した社会保険の普及活動の効
果で加入職員･労働者数が増加したため，この割合は多少低下したものの，2000年末で依
然 30.3%という低い水準になった｡特に 96年から 98年の変化が大きく，加入職員･労働者
数は 8758万人から 8476万人に減少した一方，受給者は 2258万人から 2727万人に増加し










































個人負担分   基金負担分 




















表３－３ 年金保険への加入者数と退職者        （単位：万人） 




























































表 3-4 年金保険基金所有形態別の収支      （単位：億元） 
 1992 1994 1996 1997 1998 1999 2000 
徴収した保険料 




















































































































































                                                             
76 劉燕生（2002）「現行制度の問題点と研究」大塚正修・日本経済研究センター編『中国社会保障改革
の衝撃―自己責任の拡大と社会安定の行方』，徑草書房，65頁。 






表 3-5 年金制度改革前後の比較 
 改革前 改革後 
適用範囲 国有企業の労働者・職員 各種労働者・職員及び個人経営者 
財源 企業全額負担 個人・企業・国家三者負担 


























財政方式 確定給付賦課方式（現収現付方式） 部分積立方式＋賦課方式 


















前節みたように，199l 年と 95 年，97 年，2005 年の４回の年金改革を経て，社会保険
式であり，かつ個人勘定のもつ部分積立方式の年金制度の確立を目指そうとしている。
l997 年の改革の主な目標は 2 つある。 1 つは個人企業を含むすべての都市部企業従業員
を新しい年金制度に加入させるという制度のカバー率を拡大すること，もう 1つは年金制































企業従業員数は 1995 年以降徐々に減少し，1993 年の 1 億 1 千万人から 2008 年には 6000










1978 1993 1995 2000 2005 2008
単位：万人 
国有部門 集団部門 民営部門 
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経済の変化に適合しようとして，集団所有制企業に対し 198O 年 2 月に「都市集団所有企
業の賃金福祉標準と拠出問題に関する通知」 と 1984年の国務院「都市集団所有制経済の














































































































































































                                                             
88 伊藤（1998）『現代中国の労働市場』第 9章を参考させたい。 
89 等級賃金制について，伊藤正一（1998）210-213頁を参考させたい。 












































                                                             
92 丸川知勇（2000）「中国の企業における雇用と分配―改革の効果」，『海外社会保障研究』第 132号，
57-68頁を参考した。 










































































































































































                                                             




















































                                                             














































































































































                                                             











































                                                             
106 薄贵丽（1991）『 中央与地方关系研究 』，吉林大学出版社，34頁。 
107 董秿釢 （1996 ）『集权与分权-中央与地方关系的构建 』，经济科学出版社，11頁 









































                                                             
109黄继忠・周宗顺（2004）『中央政府与地方政府在社会保障中的职责划分』，经济体制改革 2004年第 3期，
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の中心を占めていた国有企業の利潤も急減し，政府の予算が GDP に占める割合は 1978
年に 35%あったものが 90 年代半ばには 12%にまで低下した123。 






































 歳入  歳出  
年次 中央 地方 中央 地方 
1961 21.5 78.5 45 55 
1965 33 67 61.8 38.2 
1971 16 84 59.5 40.5 
1975 11.8 88.2 49.9 50.1 
1980 24.5 75.5 54.3 45.7 
1981 26.5 73.5 55 45 
1982 28.6 71.4 53 47 
1983 35.8 64.2 53.9 46.1 
1984 40.5 59.5 52.5 47.5 
1985 38.4 61.6 39.7 60.3 
1986 36.7 63.3 37.9 62.1 
1987 33.5 66.5 37.4 62.6 
1988 32.9 67.1 33.9 66.1 
1989 30.9 69.1 31.5 68.5 
1990 33.8 66.2 32.6 67.4 
1991 29.8 70.2 32.2 67.8 
1992 28.1 71.9 31.3 68.7 
1993 22 78 28.3 71.7 
1994 55.7 44.3 30.3 69.7 
1995 52.2 47.8 29.2 70.8 
1996 49.4 50.6 27.1 72.9 
1997 48.9 51.1 27.4 72.6 
1998 49.5 50.5 28.9 71.1 
1999 51.1 48.9 31.5 68.5 
2000 52.2 47.8 34.7 65.3 
2001 52.4 47.6 30.5 69.5 
2002 55 45 30.7 69.3 
2003 54.6 45.4 30.1 69.9 
2004 54.9 45.1 27.7 72.3 






方支出の割合は 1980 年の 45%から 90 年代半ばには 70％程度にまで高まった同時に，
40 年近く続いた財源と権限の中央政府への高度集中構造を根本的に改め，｢統収統支｣財
政体制の解体と地方独自の利益主体の形成を促進し126，地方ごとに異なる「諸侯経済」127












































①付加価値税（中央 75％，地方 25％）。 










③証券取引税（中央 50％，地方 50％）。 













年まで，中央財政収入は大幅に減少して 30%に急減した。1966 年から 1977 年まで文化大
改革は，その比例はさらに 15%前後に減少した。1978 年から 1984 年まで，中央財政収入







時期を分けることができる。第 1 期は，1959 年以前で，中央財政は余剰で，地方財政は
不足である。第 2期は，1959年から 1985年までで，中央財政は不足で，地方財政は余剰
である。第 3期は，1985年から 1994年までで，中央財政と地方財政は全部不足な状況に









































































































































































































































































































一般公共サービス 9337.16 837.42 8499.74 11.15 88.85 
外交 269.22 268.05 1.17 99.56 0.44 
国防 5333.37 5176.35 157.02 97.05 2.94 
公共安全 5517.70 875.20 4642.50 15.86 84.14 
武警経費 933.84 699.30 234.54 74.88 25.12 
教育 12550.02 720.96 11829.06 5.74 94.26 
科学技術 3250.18 1661.30 1588.88 51.11 48.89 
文化教育と傳媒 1542.70 150.13 1392.57 9.73 90.27 
社会保障と就業 9130.62 450.30 8680.32 4.93 95.07 
医療衛生 4804.18 73.56 4730.62 1.53 98.47 
環境保護 2441.98 69.48 2372.50 2.85 97.15 
城郷社会事務 5987.38 10.09 5977.29 0.16 99.83 
農林水事務 8129.58 387.89 7741.69 4.77 95.23 
交通 5488.47 1489.58 3998.89 27.14 72.86 
金融管理支出 637.04 488.16 148.88 76.63 23.37 
資源電力信息など事務 3485.03 488.38 2996.65 14.01 85.99 
商業・サービス業などの事務 1413.14 139.79 1273.35 9.89 90.11 
震災重建設支援 1273.35 37.90 1094.64 2.98 85.92 
国土気象等事務 1330.39 176.39 1154.00 13.26 86.74 
住宅保障支出 2376.88 386.48 1990.40 16.26 83.74 
糧油物資貯備管理等事務 1171.96 495.12 676.84 42.25 57.75 
国債利子支出 1844.24 1508.88 335.36 88.82 18.18 
その他 2700.38 98.32 2602.06 3.64 96.36 















































に 1%引き上げ，最終的に 8%とすることであった。1997 年改革の仕組みは， 保険料の個




















表 4-4 個人口座から流用した年金額 
年 1997年 1998年 1999年 2004年 2005年 2010年 
金額 140億元 450億元 1000億元 6000億元 1兆元 1兆 3000億元 




り，10月 29日アクセス  
 
孙（2001）の計算によると，地方政府が流用した金額は1997年には140 億元であり，1998 
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 図 5-1のように，仮に年金の社会プールの不足分が当期総支出の 30%とする。第１の方
案では，各級財政支援分は社会プールを補填し，財政負担について，７５：２５の比例で，
中央政府は 22.5％，地方政府は 7.5%を分担する。第 2 の方案では，個人口座が社会プー
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国務院発布(1991) 33 号 1991 年 6 月 26 日 
 
わが国の企業従業員養老保険制度は 1950 年代初期に確立され，それ以降，1958 年と
1978 年に 2 回にわたって修正された。近年来，各地域は経済体制改革の必用に応じて，
年金給付費用の社会プール化を主な内容とした改革を実施し，一定の効果を収めてきた。
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